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10 代 20 代 30 代 40 代 50 代
図3 日本人女性・シリア人女性の各年代の平均体重
31. 8 
10 代 20 代 30 代 40 代 50 代
図4 日本人女性・シリア人女性の各年代の平均BMI







体育師範学校女子生徒では， 18 歳で15 名， 19 
歳で21 名， 20 - 21 歳で31 名から回収した O その
結果については，以下の図6-10 に示した。
ロ所属有 口所属無 圃無回答




ロ3回/週以上 国 1-3 回/ 月 口 無 回 答
ロ1-2 回/ 週 .行わない





口 30 分未満 .1-2 時間未満 口無回答
ロ30 - 60 分未満 . 2 時間以上














0% 20% 40% 60% 80% 100% 
18 歳女性
19 歳女性 % 
図9 毎日朝食はとりますか(体育師範学校女子生徒)
ロ 6時間未満 圃8時間以上
ロ 6-8 時間未満 .無回答











3・3・2 シリア人女性10 代""'50 代の女性の結果
ダマスカス県カタナ地区に住む女性については，
10 代がお名，加代が4 名，初代が26 名，却代が25 名，
50 代が15 名からそれぞれ回収した(無回答 2名)。
その結果については，以下の図1-14 に示した。
青年海外協力隊体育・スポーツ隊員派遣に関する政策提言
| 口所属有 臼所属無 圃回答無 | 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
図1 スポーツ・運動クラブへの所属の有無(シリア人女性)
ロ 3回/週以上 園 1-3 回/ 月 口無回答
ロ1-2 図/週 .行わない
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ロ6時間未満 圃8時間以上
ロ6- 日時間未満 .無回答



























( 2 )体格指数を表す BM Iについては， Iさまざ





































( 2 )体力 ・運動能力調査については，全身持久
力の目安となる 12 分間走および、20m シャト
ルラン， 50m 走，ボール投げを場所および
測定時間の関係で実施しなかった。今後，
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青年海外協力隊体育･スポーツ隊員派遣に関する政策提言
これらを含め調査種目の選定に関してもさ
らなる検討が必要である｡
3-4-3　調査のまとめ
日本においては,文部省(現文部科学省)が昭
和39年以来,体力･運動能力調査を実施し基礎資
料として広く活用している｡今回,シリア教育省
体育局長-のインタビューで以下の3点が明らか
になった注3)｡ 1)我々が体格,体力･運動能力
調査等を実施したシリアでは単発的に類似の調査
が行われようとしていた｡ 2) 1990年には全国14
県において,各小学･中学･高校で体格,体力･
運動能力調査等の実施計画が立てられた｡ 3)敬
校では体格,体力･運動能力調査等を実施したよ
うであるが,資料回収および分析は行っていない｡
これらのインタビュー結果から,体格,体力･運
動能力調査等に少なからず関心を持っている様子
は窺えた｡
また,これまでシリアでは,青年海外協力隊の
体育･スポーツ分野の隊員により,体力･運動能
力テストが実施されてきた｡しかし,サンプル数
が少なく,データが残っていないのが現状であっ
た｡これまで,シリアへ赴任した体育･スポーツ
分野の協力隊貝の報告書などから, ｢視覚的に見
て太った人が多い｣ ｢運動･スポーツを定期的に
実施していない｣等,様々な憶測やコメントがな
されてきた｡サンプル数や地域的な偏っている点
を考慮したとしても,今回の調査でこれらのこと
を幾分か裏付けることができたと思われる｡今回
の調査を基にしたさらなるデータ蓄積が望まれる｡
特に今回の調査結果では,成人女性に注目するこ
とにより,シリアは生活習慣病予備群的な位置に
属する国である可能性がみうけられた｡そのため,
今後の当該国における女性に対する身体教育分野
の協力の必要性が,より浮き彫りになったといえ
るであろう｡
4.青年海外協力隊体育･スポーツ隊員
派遣に関する政策提言
JOCVでは,体育･スポーツの分野においても
多くの隊員を派遣している｡派遣期間は40年以上
に渡り,また,その数は年々増加の傾向にある5)｡
取り分け,体育･スポーツ分野での派遣が行われ
ているのは,最貧国から中進国注4)に近づきつつ
ある国々である｡
今回体格,体力･運動能力テストおよび,アン
ケート調査を行ったシリアでは,これまで生活習
慣病に対して何らかの対策が講じられていたとい
う報告は見当たらない｡これは,シリアだけでな
く,他の開発途上国においてもおそらく,同様な
ことがいえるのではないだろうか｡現状のままで
は開発途上国においても生活習慣病が,今後大き
な社会問題に成ることが予想される｡その結果,
医療費の高騰から財政が圧迫されるという先進国
が歩んで着た道をたどり,さらなる援助が必要と
なり,先進国の負担も増大するという悪循環が生
じる恐れがある｡
そこで,予防医学の観点から生活習慣病を捉え,
健康に生涯を送るために,運動･栄養･休養が不
可欠であると言う知識を理解し,それを実践でき
ることが必要であろう｡適度な運動は体力を向上
し,多くの生活習慣病の予防に有効であり,死亡
率を低減させ,心理的な効果も見られることが報
告されている6) ｡これらの知識を教え,生涯実践
させるためには,学校体育での教育が不可欠であ
る｡健全な発育･発達過程があり,適度な運動を
する習慣があれば,生活習慣病は予防できると可
能性が高い｡
これらのことから､今後スポーツ･体育の援助
協力を見直し現状維持するものと,保健,栄養分
野との共同プロジェクトにしていくものとに分け
て考える必要がある｡そのためには,今回シリア
で行った体格,体力･運動能力テストを,他の開
発途上国でも実施する必要がある｡さらに,今後
は,発育･発達に関する資料や健康を意識した予
防医学に不可欠な基礎的資料を収集することも重
要であろう｡
本調査を実施した翌年の平成13年度予算政府原
案が､平成12年12月の臨時閣議で決定され,
ODAは前年比3.0%減､ JICA予算全体も0.1%減と
なった｡ JOCV予算7)だけをみれば僅かな伸びを
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見せているが,財政の圧迫した日本全体の実情を
考えると, ODA予算が今後増加する可能性は極
めて低く,限られた予算を有効に使うという観点
からも様々な援助協力を見直す必要がある｡その
中で開発援助国の医療費高騰を防ぐ政策の一環と
いう観点から,体育･スポーツ援助を予防医学の
手段として位置づけることも提唱するべきだと考
える｡
本稿は, ｢中近東諸国における身体教育の特質
と国際協力のあり方に関する研究｣ /国際協力事
業団国際協力総合研修所/全96頁/2001年に加筆
修正を加えたものである｡
注
注1)青年海外協力隊活動では隊員に対して, 3ケ
月毎に報告書を義務付けている｡
注2)運動能力調査は体育師範学校(日本の体育
専門学校)生徒のみに実施し,体格,体力
調査とアンケート調査は一般女性にも行った｡
注3)シリア教育省体育局長バハレートダウー
ド氏に対して実施したインタビュー調査に
よる｡
注4)開発途上国から先進国-と発展していく過
程の国を指す｡
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